
関する規程を作成し、これを遵守しなければならないこと。

イ 個人情報を取り扱うことができる者の範囲に関する事項

ロ 個人情報を取り扱う者に対する研修等教育訓練に関する事項

ハ 本人から求められた場合の個人情報の開示又は訂正(削除を含む。以下同じ。)の取扱

いに関する事項

ニ 個人情報の取扱いに関する苦情の処理に関する事項

(4) 職業紹介事業者及び労働者供給事業者は、本人が個人情報の開示又は訂正の求めをした

ことを理由として、当該本人に対して不利益な取扱いをしてはならないこと。

（注）「職業紹介事業者等」には、労働者の募集を行う者も含まれます。

雇用対策法（抄）

（募集及び採用における年齢にかかわりない均等な機会の確保）

第10条 事業主は、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められると

きとして厚生労働省令で定めるときは、労働者の募集及び採用について、厚生労働省令で定め

るところにより、その年齢にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。

（以下略）

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（抄）

（募集及び採用についての理由の提示等）

第18条の２ 事業主は、労働者の募集及び採用をする場合において、やむを得ない理由
※
により

一定の年齢（６５歳以下のものに限る｡）を下回ることを条件とするときは、求職者に対し、

厚生労働省令で定める方法により、当該理由を示さなければならない。

（以下略）

※ 「やむを得ない理由」とは、「年齢指針」において、年齢制限を設けることが認められる１

～１０の場合に限られるものであり、これを逸脱するものは、年齢制限を行うことは認め

られないとするものです。

年齢指針
（労働者の募集及び採用について年齢にかかわりなく均等な機会を与えるこ

とについて事業主が適切に対処するための指針）（抜粋）

第３ 年齢制限が認められる場合（労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められる場

合以外の場合）

事業主が行う労働者の募集及び採用が次の１～１０までのいずれかに該当する場合であって、当該事業主が

その旨を職業紹介機関、求職者等に対して説明したときには、年齢制限をすることが認められるものとする。

１ 長期勤続によるキャリア形成を図る観点から、新規学卒者等である特定の年齢層の労働者を対象として募

集及び採用を行う場合

２ 企業の事業活動の継承や技能、ノウハウ等の継承の観点から、労働者数が最も少ない年齢層の労働者を補

充する必要がある状態等当該企業における労働者の年齢構成を維持・回復させるために特に必要があると認

められる状態において、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

３ 定年年齢又は継続雇用の最高年齢と、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要とされる期間



又は当該業務に係る職業能力を形成するために必要とされる期間とを考慮して、特定の年齢以下の労働者を

対象として募集及び採用を行う場合

４ 事業主が募集及び採用に当たり条件として提示する賃金額を採用した者の年齢にかかわりなく支払うこと

とするためには、年齢を主要な要素として賃金額を定めている就業規則との関係から、既に働いている労働

者の賃金額に変更を生じさせることとなる就業規則の変更が必要となる状態において、特定の年齢以下の労

働者を対象として募集及び採用を行う場合

５ 特定の年齢層を対象とした商品の販売やサービスの提供等を行う業務について、当該年齢層の顧客等との

関係で当該業務の円滑な遂行を図る必要から、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

６ 芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用

を行う場合

７ 労働災害の発生状況等から、労働災害の防止や安全性の確保について特に考慮する必要があるとされる業

務について、特定の年齢層の労働者を対象として募集及び採用を行う場合

８ 体力、視力等加齢に伴い、その機能が低下するものに関して、採用後の勤務期間等の関係からその機能が

一定水準以上であることが業務の円滑な遂行に不可欠であるとされる当該業務について、特定の年齢以下の

労働者について募集及び採用を行う場合

９ 行政機関による指導、勧奨等に応じる等行政機関の施策を踏まえて中高年齢者に限定して募集及び採用を

行う場合

１０ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等の法令の規定により、特定の年齢層の労働者の就業等が禁止又

は制限されている業務について、当該禁止又は制限されている年齢層の労働者を除いて募集及び採用を行う

場合


